
ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度に基づく 
検証結果（平成２５年度） 

 
平 成 ２ ６ 年 ２ 月 
総 務 省 

 
Ⅰ 制度の概要 

 
総務省は、電気通信市場における公正競争環境の確保等を通じてブロードバンドの普及促

進を図る観点から、ブロードバンドの普及に係る指標の達成度合いや公正競争要件の遵守状

況等について総合的に検証するため、平成２４年度より「ブロードバンド普及促進のための公

正競争レビュー制度」を運用しているところである。 
同制度は、「日本再興戦略」（平成２５年６月閣議決定）第Ⅱ．一．４．④「世界最高レベルの

通信インフラの整備」において掲げられている「料金低廉化・サービス多様化のための競争政

策の見直し」の検証プロセスの一環として位置付けているところである。この「料金低廉化・サ

ービス多様化のための競争政策の見直し」では、検証プロセスとして実施する同制度の検証

結果により得られた知見等を活用しつつ、今年度中に検討課題を洗い出し、その結果を踏まえ、

「電気通信事業法等の具体的な制度見直し等の方向性」について、本年中に結論を得ることと

しており、これを踏まえ、平成２６年２月３日、「２０２０年代に向けた情報通信政策の在り方－

世界最高レベルの情報通信基盤の更なる普及・発展に向けて－」について、情報通信審議会

に諮問したところである。 
同制度の運用に係る方針については、「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー

制度の運用に関するガイドライン」（平成２４年５月公表）に示しているとおりである。 
 
 
Ⅱ 今回の検証プロセス 
 

本検証においては、上記ガイドラインに則し、「ブロードバンド普及促進に係る取組状況等に

関する検証」及び「ＮＴＴ東西等における規制の遵守状況等の検証」を行った。 
「ブロードバンド普及促進に係る取組状況等に関する検証」では、①ブロードバンド普及状況

及び②関係主体の取組に関する検証を行った。 
①については、基盤整備状況に関する電気通信事業者からの情報提供等に基づく集計、電

気通信事業分野における競争状況の評価（以下「競争評価」という。）、電気通信サービスの契

約数及びシェアに関する四半期データ等に基づき、定点観測が可能となるようデータの整理を

行った。 
②については、ブロードバンド普及促進のための「基本方針」及び「工程表」の公表（平成２２

年１２月）以降の法令改正や法令に基づく認可、主要な政策決定・検討等の政府の取組や、こ

れら政府の取組に関連する地方公共団体・電気通信事業者の取組等のうち、検証の趣旨に

照らして重要と考えられるものについて整理を行った。 
「ＮＴＴ東西等における規制の遵守状況等の検証」では、平成２５年７月、当該検証の対象と
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なる事項について意見募集を行ったところ、計１２者から意見が提出された。同年８月、当該意

見募集の結果を公表するとともに意見の募集を行ったところ、計２３者から意見が提出された

（同年１０月、再意見募集の結果を公表）。 
当該意見募集及び再意見募集の結果を踏まえ、同年１２月、寄せられた意見（６４項目に整

理）に対する総務省の考え方を参考資料１のとおり取りまとめ、これを基に今回の検証結果案

を公表し、意見募集を行ったところ、計１９者から意見が提出された。 
これらを踏まえ、以下のとおりブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度（以

下「公正競争レビュー制度」という。）に基づく検証結果（平成２５年度）を取りまとめた。なお、

検証結果案に対して寄せられた意見（５８項目に整理）に対する総務省の考え方は、参考資料

２のとおりである。 
 
＜検証結果の構成＞ 
 

１ ブロードバンド普及促進に係る取組状況等に関する検証 
（１）ブロードバンド普及状況に関する検証 

ア ブロードバンド基盤の整備率及び利用率に関する検証（基盤整備率、基盤利用率） 
イ ブロードバンド市場環境に関する検証（契約数、提供事業者数、市場シェア、市場集中度） 
ウ ブロードバンド利用環境に関する検証（利用者料金、接続料と利用者料金との関係等） 

（２）関係主体の取組に関する検証 
ア 未整備地域における基盤の整備に関する取組 
イ 公正競争環境の整備に関する取組 
ウ ＩＣＴ利活用の促進に関する取組 

２ ＮＴＴ東西等における規制の遵守状況等の検証 
（１）第一種指定電気通信設備に関する検証 

ア 指定要件に関する検証 
イ 指定の対象に関する検証 
ウ アンバンドル機能の対象に関する検証 

（２）第二種指定電気通信設備に関する検証 
ア 指定要件に関する検証 
イ 指定の対象に関する検証 

（３）禁止行為に関する検証 
ア 第二種指定電気通信設備に係る禁止行為規制の適用事業者の指定要件に関する

検証 
イ 指定電気通信設備制度における禁止行為規制の運用状況に関する検証 
ウ 特定関係事業者制度に係る禁止行為規制の運用状況に関する検証 

（４）業務委託先子会社等監督の運用状況に関する検証 
（５）機能分離の運用状況に関する検証 
（６）日本電信電話株式会社等に係る公正競争要件の検証 
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Ⅲ 検証結果 
 
１ ブロードバンド普及促進に係る取組状況等に関する検証 
 
（１）ブロードバンド普及状況に関する検証 
 

ア ブロードバンド基盤の整備率及び利用率に関する検証 
 

（ア）基盤整備率 1 
 

平成２５年３月末時点におけるブロードバンドサービス 2の基盤整備率（サービスを利用

可能な世帯数が全世帯数に占める割合 3をいう。以下同じ。）は、次のとおりである（かっ

こ内は固定系ブロードバンド 4のみの数値）。 
 

 平成２５年３月末 平成２４年３月末 （参考）平成２２年３月末 
全 国 100.0% (99.8%) 100.0% (99.7%) 99.9% (99.1%) 

 
平成２５年３月末時点における超高速ブロードバンドサービス 5の基盤整備率は、都道

府県別に次のとおりである（かっこ内は固定系超高速ブロードバンド 6のみの数値）。 
 

 平成２５年３月末 平成２４年３月末 （参考）平成２２年３月末 
北 海 道 98.6% (92.7%) 94.9% (92.2%) 84.8% (84.8%) 
青 森 県 98.6% (90.2%) 90.0% (88.9%) 77.0% (77.0%) 
岩 手 県 95.5% (89.5%) 89.4% (88.8%) 76.4% (76.4%) 
宮 城 県 99.9% (98.8%) 98.5% (96.4%) 90.4% (90.4%) 
秋 田 県 97.5% (93.9%) 92.5% (92.5%) 76.6% (76.6%) 
山 形 県 99.6% (97.6%) 95.8% (95.6%) 80.2% (80.2%) 
福 島 県 99.2% (97.8%) 97.7% (97.5%) 85.8% (85.8%) 

1 本検証に記載の基盤整備率は、住民基本台帳等に基づき、事業者情報等から一定の仮定の下に推計し

たエリア内の利用可能世帯数を総世帯数で除したもの（小数点以下第二位を四捨五入）である。 
2 基盤整備率の算定に当たっては、FTTH、DSL、CATV インターネット、FWA、衛星、BWA、3.9 世代携帯電

話、3.5 世代携帯電話の合計を指す。なお、3.9 世代携帯電話は平成 24 年度末より集計。おって、本検証に

おける「ブロードバンド」、「超高速ブロードバンド」等の定義は、データの入手状況等を踏まえ、「ブロードバ

ンド普及促進のための公正競争レビュー制度の運用に関するガイドライン」脚注に示す定義とは一部異なっ

ている。 
3 住民基本台帳に基づく世帯数から算出。 
4 基盤整備率の算定に当たっては、FTTH、DSL、CATV インターネット、FWA、衛星、BWA（地域 WiMAX に限

る。）の合計を指す。なお、衛星は平成 23 年度末より集計。 
5 基盤整備率の算定に当たっては、FTTH、CATV インターネット、FWA、BWA、3.9 世代携帯電話（FTTH 及び

3.9 世代携帯電話以外は下り 30Mbps 以上のものに限る。）の合計を指す。なお、FWA、BWA は平成 23 年度

末より、3.9 世代携帯電話は平成 24 年度末より集計。 
6 基盤整備率の算定に当たっては、FTTH、CATV インターネット、FWA（FTTH 以外は下り 30Mbps 以上のも

のに限る。）の合計を指す。 
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茨 城 県 99.8% (98.9%) 96.5% (94.5%) 84.1% (84.1%) 
栃 木 県 100.0% (99.8%) 99.7% (99.5%) 96.6% (96.6%) 
群 馬 県 99.9% (99.9%) 99.9% (99.9%) 93.1% (93.1%) 
埼 玉 県 99.9% (99.9%) 99.9% (99.9%) 98.4% (98.4%) 
千 葉 県 100.0% (100.0%) 99.1%  (98.8%) 94.0% (94.0%) 
東 京 都 100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 99.9% (99.9%) 
神奈川県 100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 
新 潟 県 99.1% (98.6%) 97.0% (97.0%) 86.0% (86.0%) 
富 山 県 100.0% (96.1%) 96.1% (96.1%) 87.6% (87.6%) 
石 川 県 100.0% (100.0%) 99.2% (99.2%) 97.3% (97.3%) 
福 井 県 98.6% (95.7%) 95.5% (95.1%) 91.0% (91.0%) 
山 梨 県 99.5% (99.3%) 97.0% (96.9%) 87.0% (87.0%) 
長 野 県 99.1% (98.4%) 97.4% (96.4%) 93.9% (93.9%) 
岐 阜 県 99.2% (98.6%) 97.4% (96.9%) 89.7% (89.7%) 
静 岡 県 98.8% (94.9%) 94.6% (92.9%) 85.5% (85.5%) 
愛 知 県 100.0% (99.9%) 100.0% (99.9%) 99.3% (99.3%) 
三 重 県 100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 
滋 賀 県 99.9% (99.9%) 99.9% (99.9%) 99.6% (99.6%) 
京 都 府 99.8% (99.7%) 99.7% (99.6%) 94.7% (94.7%) 
大 阪 府 100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 
兵 庫 県 99.6% (99.0%) 98.6% (98.6%) 95.8% (95.8%) 
奈 良 県 99.9% (99.6%) 99.7% (99.6%) 98.8% (98.8%) 
和歌山県 99.1% (98.9%) 98.8% (98.8%) 94.9% (94.9%) 
鳥 取 県 99.0% (93.4%) 93.4% (92.6%) 85.0% (85.0%) 
島 根 県 97.2% (92.9%) 93.3% (92.6%) 76.0% (76.0%) 
岡 山 県 98.8% (91.7%) 91.9% (89.8%) 79.8% (79.8%) 
広 島 県 98.9% (93.6%) 93.6% (91.8%) 86.9% (86.9%) 
山 口 県 97.8% (94.8%) 94.4% (93.2%) 87.8% (87.8%) 
徳 島 県 98.7% (98.7%) 98.7% (98.7%) 90.0% (90.0%) 
香 川 県 98.6% (92.5%) 92.8% (87.9%) 74.7% (74.7%) 
愛 媛 県 98.3% (94.4%) 94.9% (93.1%) 77.2% (77.2%) 
高 知 県 94.5% (90.4%) 84.5% (84.5%) 59.4% (59.4%) 
福 岡 県 99.9% (95.3%) 98.1% (94.4%) 89.9% (89.9%) 
佐 賀 県 99.9% (98.4%) 99.5% (96.6%) 70.1% (70.1%) 
長 崎 県 95.7% (86.7%) 84.8% (81.5%) 73.7% (73.7%) 
熊 本 県 97.2% (89.2%) 87.7% (85.1%) 72.8% (72.8%) 
大 分 県 99.4% (97.4%) 97.4% (97.1%) 82.1% (82.1%) 
宮 崎 県 99.2% (95.8%) 89.8% (88.6%) 78.4% (78.4%) 
鹿児島県 95.6% (82.2%) 83.1% (80.0%) 67.5% (67.5%) 
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沖 縄 県 97.5% (90.9%) 92.6% (89.8%) 76.0% (76.0%) 
全 国 99.4% (97.5%) 97.3% (96.5%) 91.6% (91.6%) 

 
このように、ブロードバンドサービスの基盤整備率は１００．０％（小数点以下第二位を

四捨五入した値）となった。また、超高速ブロードバンドサービスの基盤整備率も、平成２

１年度末から毎年向上し、特に平成２４年度末から３．９世代携帯電話の集計を開始した

こともあり、各都道府県で基盤整備率が向上しており、全国平均で９９．４％となるなど、ブ

ロードバンド基盤の整備が進んでいる。 
 

（イ）基盤利用率 
 

平成２５年９月末時点における固定系ブロードバンドサービス 7の基盤利用率（サービ

スの契約数が全世帯数に占める割合をいう。以下固定系ブロードバンドサービス及び固

定系超高速ブロードバンドサービス 8について同じ。）は、都道府県別に次のとおりであ

る。 
 

 平成２５年９月末 平成２５年３月末 平成２４年３月末 
（参考） 

平成２２年３月末 
北 海 道 50.3% 49.6% 49.3% 46.3% 
青 森 県 44.4% 43.5% 42.5% 38.9% 
岩 手 県 50.6% 49.5% 48.0% 44.1% 
宮 城 県 63.2% 61.9% 60.6% 56.4% 
秋 田 県 51.8% 51.0% 49.6% 45.4% 
山 形 県 60.3% 59.4% 57.8% 53.6% 
福 島 県 54.2% 53.0% 50.6% 46.4% 
茨 城 県 60.9% 59.9% 59.3% 56.5% 
栃 木 県 62.7% 61.6% 60.4% 56.9% 
群 馬 県 62.3% 61.5% 60.6% 57.0% 
埼 玉 県 69.5% 69.1% 69.3% 67.1% 
千 葉 県 69.7% 69.1% 68.9% 68.1% 
東 京 都 79.2% 78.7% 79.9% 78.2% 
神奈川県 77.5% 76.9% 76.9% 73.7% 
新 潟 県 62.6% 61.6% 60.1% 55.3% 
富 山 県 67.5% 66.8% 65.6% 62.1% 
石 川 県 62.5% 62.0% 61.6% 58.0% 
福 井 県 71.1% 70.5% 69.3% 64.5% 
山 梨 県 61.6% 60.7% 60.0% 56.3% 

7 基盤利用率の算定に当たっては、FTTH、DSL、CATV インターネット、FWA、BWA（地域 WiMAX に限る。）を

指す。 
8 基盤利用率の算定に当たっては、FTTH、CATV インターネット（下り 30Mbps 以上のものに限る。）を指す。 
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長 野 県 65.1% 64.2% 63.1% 58.9% 
岐 阜 県 64.5% 63.9% 63.5% 59.8% 
静 岡 県 66.9% 66.6% 66.3% 65.0% 
愛 知 県 69.5% 69.0% 69.1% 66.6% 
三 重 県 63.2% 62.8% 62.8% 59.6% 
滋 賀 県 72.1% 71.4% 70.1% 66.9% 
京 都 府 69.1% 68.6% 68.3% 65.1% 
大 阪 府 76.5% 76.2% 76.5% 72.9% 
兵 庫 県 66.4% 65.9% 65.7% 62.6% 
奈 良 県 66.9% 66.3% 65.5% 62.2% 
和歌山県 59.2% 58.6% 57.1% 53.3% 
鳥 取 県 56.2% 55.5% 54.8% 50.8% 
島 根 県 54.7% 54.0% 52.4% 47.8% 
岡 山 県 57.8% 57.5% 57.0% 54.2% 
広 島 県 57.1% 56.9% 56.8% 53.8% 
山 口 県 55.3% 54.7% 53.8% 50.2% 
徳 島 県 56.4% 55.8% 54.6% 50.6% 
香 川 県 57.2% 56.7% 55.8% 52.2% 
愛 媛 県 49.8% 49.2% 48.7% 45.2% 
高 知 県 42.6% 42.2% 41.8% 37.3% 
福 岡 県 60.7% 60.3% 61.1% 59.3% 
佐 賀 県 46.9% 47.3% 46.3% 43.0% 
長 崎 県 46.3% 45.6% 45.0% 41.7% 
熊 本 県 47.8% 47.6% 47.3% 43.8% 
大 分 県 52.4% 51.9% 51.4% 46.7% 
宮 崎 県 44.3% 43.9% 43.2% 40.1% 
鹿児島県 39.3% 38.9% 38.1% 35.0% 
沖 縄 県 46.1% 45.2% 45.1% 42.7% 
全 国 65.3% 64.7% 64.5% 61.6% 

 
平成２５年９月末時点における固定系超高速ブロードバンドサービスの基盤利用率は、

都道府県別に次のとおりである。 
 

 平成２５年９月末 平成２５年３月末 平成２４年３月末 
（参考） 

平成２２年３月末 
北 海 道 38.7% 37.0% 34.2% 26.8% 

青 森 県 31.5% 29.0% 24.8% 16.8% 

岩 手 県 37.9% 35.4% 30.6% 22.6% 

宮 城 県 50.6% 48.1% 42.9% 32.0% 
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秋 田 県 36.9% 34.8% 29.6% 20.3% 

山 形 県 46.6% 44.2% 39.0% 27.6% 

福 島 県 44.8% 42.4% 36.2% 27.1% 

茨 城 県 47.3% 44.5% 39.7% 30.1% 

栃 木 県 51.6% 49.3% 43.7% 32.6% 

群 馬 県 51.5% 49.5% 45.0% 33.4% 

埼 玉 県 51.4% 49.5% 46.5% 38.7% 

千 葉 県 53.1% 51.3% 48.1% 40.0% 

東 京 都 61.3% 59.7% 58.0% 51.1% 

神奈川県 57.7% 55.8% 52.6% 43.5% 

新 潟 県 49.0% 46.6% 41.1% 29.2% 

富 山 県 38.1% 35.3% 30.6% 22.3% 

石 川 県 45.1% 43.6% 40.7% 31.4% 

福 井 県 46.2% 44.1% 36.1% 26.5% 

山 梨 県 47.2% 45.0% 40.7% 30.6% 

長 野 県 48.9% 46.5% 42.2% 33.3% 

岐 阜 県 48.3% 46.4% 40.1% 30.5% 

静 岡 県 51.6% 49.6% 45.3% 35.6% 

愛 知 県 56.4% 54.6% 49.8% 39.2% 

三 重 県 45.3% 43.8% 35.4% 28.4% 

滋 賀 県 63.5% 61.9% 57.3% 48.9% 

京 都 府 58.2% 56.7% 53.7% 43.4% 

大 阪 府 60.6% 59.1% 56.0% 46.1% 

兵 庫 県 52.9% 51.4% 48.7% 38.6% 

奈 良 県 53.5% 52.2% 49.2% 39.6% 

和歌山県 49.0% 47.5% 44.3% 36.0% 

鳥 取 県 36.2% 34.2% 31.5% 23.6% 

島 根 県 37.6% 35.8% 31.4% 20.7% 

岡 山 県 40.8% 39.2% 35.9% 27.9% 

広 島 県 44.9% 43.8% 41.4% 33.3% 

山 口 県 33.4% 31.9% 28.6% 21.0% 

徳 島 県 45.8% 44.2% 40.5% 30.1% 

香 川 県 42.8% 40.8% 36.0% 24.5% 

愛 媛 県 34.0% 32.8% 28.8% 21.0% 

高 知 県 32.2% 31.0% 28.7% 19.0% 

福 岡 県 45.5% 44.2% 42.4% 35.4% 

佐 賀 県 28.0% 25.3% 22.1% 16.3% 

長 崎 県 26.9% 25.4% 23.1% 16.9% 

熊 本 県 34.7% 33.1% 30.9% 24.2% 
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大 分 県 35.0% 33.0% 30.2% 23.1% 

宮 崎 県 28.3% 26.9% 24.3% 18.3% 

鹿児島県 29.1% 27.9% 25.3% 19.4% 

沖 縄 県 35.9% 34.3% 31.8% 24.3% 

全 国 49.9% 48.1% 44.7% 36.0% 

 
平成２５年９月末時点における移動系超高速ブロードバンドサービス 9の基盤利用率

（契約数が全人口に占める割合をいう。以下移動系超高速ブロードバンドサービスについ

て同じ。）は、次のとおりである。 
 

 平成２５年９月末 平成２５年３月末 平成２４年３月末 
（参考） 

平成２２年３月末 
全 国 30.2% 20.3% 3.6% 0.1% 

 
このように、全都道府県における固定系ブロードバンドサービスの基盤利用率及び固

定系超高速ブロードバンドサービスの基盤利用率は、平成２１年度末から平成２５年９月

末にかけて向上しており、ブロードバンド基盤の利用が一定程度進んでいる。 
基盤利用率については、東名阪を中心とする三大都市圏において比較的高い数値とな

っている等、地域によって差が見られる。 
移動系超高速ブロードバンドサービスについては、平成２２年１２月より３．９世代携帯

電話サービスの提供が開始されたこと等を受けて、基盤利用率が向上している。 
固定系超高速ブロードバンドサービスの基盤利用率については世帯数、移動系超高速

ブロードバンドサービスの基盤利用率については人口数をベースにしているため、単純な

合算は困難であるが、超高速ブロードバンドサービス全体として、その利用が進展してい

るといえる。 
 

イ ブロードバンド市場環境に関する検証 
 

（ア）契約数 
 

平成２５年９月末時点におけるブロードバンドサービス等の契約数は、次のとおりであ

る（かっこ内は対前年１２月末比の増減率）。 
 

 平成２５年９月末 平成２４年１２月末 
（参考） 

平成２２年１２月末 
ＦＴＴＨサー

ビス 
2,463.4 万 （＋4.6%） 2,354.9 万 （＋7.5%） 1,975.7 万 

ＡＤＳＬサー 492.4 万 （▲14.2%） 574.0 万 （▲18.7%） 859.3 万 

9 3.9 世代携帯電話、BWA（地域 WiMAX を除く。）の合計を指す。 
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ビス 
ＣＡＴＶイン

ターネットサ

ービス 

604.7 万 （＋0.7%） 600.6 万 （＋1.7%） 566.6 万 

移動体デー

タ通信サー

ビス 10 

1 億 4,705 万 N/D N/D 

 
このように、ＦＴＴＨサービス及びＣＡＴＶインターネットサービスの契約数については、増

加数がＡＤＳＬサービスの契約数の減少を上回っており、超高速ブロードバンドへの移行

を伴う普及が一定程度進んでいるものの、増加率については鈍化傾向にある。 
また、移動体データ通信サービスの契約数は、１億４千万を超えており、広く普及が進

んでいる。 
 

（イ）提供事業者数 
 

平成２５年９月末時点におけるブロードバンドサービス等の提供事業者数は、次のとお

りである（かっこ内は対前年１２月末比の増減数）。 
 

 平成２５年９月末 平成２４年１２月末 
（参考） 

平成２２年１２月末 
ＦＴＴＨサー

ビス 
241 （＋7） 234 （＋6） 207 

ＡＤＳＬサー

ビス 
33 （▲1） 34 （▲2） 40 

ＣＡＴＶイン

ターネットサ

ービス 

353 （▲7） 360 （▲2） 378 

移動体デー

タ通信サー

ビス 11 

30 （－） N/D （－） N/D 

 
このように、ＡＤＳＬサービス及びＣＡＴＶインターネットサービスの提供事業者数は減少

10 携帯電話・PHS アクセスサービス及び BWA アクセスサービスの合計。電気通信事業報告規則（昭和 63

年郵政省令第 46 号。以下「報告規則」という。）の改正に伴い、平成 25 年度の検証よりデータを記載。 
11 携帯電話・PHS アクセスサービス及び BWA アクセスサービスの合計。報告規則の改正に伴い、平成 25

年度の検証よりデータを記載。なお、移動体データ通信サービスの提供事業者については、無線局を自ら開

設等して移動通信サービスを提供する MNO（Mobile Network Operator）と、無線局を自ら開設等せずに

MNO の提供する移動通信サービスを利用して、又は MNO と接続して、移動通信サービスを提供する MVNO

（Mobile Virtual Network Operator）が存在するが、ここでは MNO の数を記載している（（ウ）及び（エ）の表に

おいて同じ。）。 
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している 12ものの、ＦＴＴＨサービスの提供事業者数は増加している。 
また、移動体データ通信サービスの提供事業者数は３０者、地域 WiMAX 事業者を除く

と８者となっており、これら８者は３グループに集約されている。 
なお、近年、ＭＶＮＯによる移動体データ通信サービスの提供も広がりをみせており、Ｍ

ＶＮＯの事業者数は、平成２５年９月末時点で１５７者となっている 13。 
 

（ウ）市場シェア 
 

平成２５年９月末時点におけるブロードバンドサービス等の主な電気通信事業者の契

約数に基づく市場シェア 14は、次のとおりである。 
なお、以下のシェアの計算に当たっては、「電気通信事業分野における競争状況の評

価」及び「電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データの公表」における

記述を踏まえ、企業グループを考慮した計算を行っている。 
 

  平成２５年９月末 平成２４年１２月末 
（参考） 

平成２２年１２月末 
ＦＴＴＨサー

ビス 
NTT 東日本 15 
NTT 西日本 16 
KDDI17 
ｹｲ･ｵﾌﾟﾃｨｺﾑ 
九州通信ネッ

トワーク 
その他電力系 
UCOM 
その他 

40.5% 
31.2% 
12.0% 
5.8% 
1.3% 

 
1.8% 
2.2% 
5.2% 

NTT 東日本 
NTT 西日本 
KDDI 
ｹｲ･ｵﾌﾟﾃｨｺﾑ 
九州通信ネッ

トワーク 
その他電力系 
UCOM 
その他 

41.0% 
31.9% 
11.1% 
5.8% 
1.3% 

 
1.9% 
2.2% 
4.8% 

NTT 東日本 
NTT 西日本 
KDDI 
ｹｲ･ｵﾌﾟﾃｨｺﾑ 
九州通信ネッ

トワーク 
その他電力系 
UCOM 
その他 

42.3% 
32.2% 
8.6% 
5.7% 
1.5% 

 
1.9% 
2.6% 
5.2% 

Ａ Ｄ Ｓ Ｌ サ

ービス 
ソフトバンク 18 
NTT 東日本 
NTT 西日本 

63.4% 
15.4% 
18.4% 

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ BB 
NTT 東日本 
NTT 西日本 

39.6% 
16.2% 
18.1% 

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ BB  
NTT 東日本   
NTT 西日本  

38.3% 
17.4% 
17.6% 

12 CATV インターネットサービスについては、（ア）のとおり契約数は増加しているが、事業者の合併等により

提供事業者数は減少している。 
13 MVNO の事業者数は、これまで「電気通信事業分野における競争状況の評価 2012」等において、MNO か

ら報告のあった数値の単純合算値（延べ数）を記載していたが、報告規則の改正に伴い、平成 25 年度の検

証より MVNO の事業者数の把握が可能となった。なお、157 者の中には「MNO である MVNO」7 者が含まれ

る。おって、音声通信サービスのみを提供する MVNO が含まれている可能性があるため、本検証において

は参考として記載している。 
14 全国を一の市場として算出している。 
15 東日本電信電話株式会社をいう。以下同じ。 
16 西日本電信電話株式会社をいう。また、NTT 東日本及び NTT 西日本を「NTT 東西」という。以下同じ。 
17 上記表中の固定系サービスにおける KDDI のシェアは、KDDI、中部テレコミュニケーション、沖縄通信ネッ

トワーク、沖縄セルラー電話、JCN グループ、ジェイコムグループ（平成 25 年 9 月末以降）の合計。 
18 上記表中の固定系サービスにおけるソフトバンクのシェアは、ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、イ

ー・アクセス（平成 25 年 9 月末以降）の合計。ADSL サービスにおける平成 25 年 9 月末のソフトバンク BB

のシェアは 40.6%、イー・アクセスのシェアは 22.8%。 
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その他 

 
2.8% 

イー・アクセス 
その他 

23.2% 
2.9% 

イー・アクセス  
その他  

23.7% 
3.0% 

ＣＡＴＶイン

ターネット

サービス 

KDDI19 
 
イッツ・コミュニ

ケーションズ 
その他 

60.9% 
 

3.3% 
 

35.8% 

ｼﾞｪｲｺﾑｸﾞﾙｰﾌﾟ 
KDDI 
イッツ・コミュニ

ケーションズ 
その他 

50.2% 
9.6% 
3.1% 

 
37.1% 

ｼﾞｪｲｺﾑｸﾞﾙｰﾌﾟ 
KDDI 
イッツ・コミュニ

ケーションズ 
その他 

49.4% 
8.8% 
2.4% 

 
39.4% 

固 定 系 ブ

ロードバン

ドサービス

全体 20 

NTT 東日本 
NTT 西日本 
KDDI21 
 
ソフトバンク 22 
 
ｹｲ･ｵﾌﾟﾃｨｺﾑ 
九州通信ネッ

トワーク 
その他電力系 
UCOM 
その他 

30.2% 
24.1% 
18.6% 

 
8.8% 

 
4.0% 
0.9% 

 
1.3% 
1.5% 

10.6% 

NTT 東日本 
NTT 西日本 
ｼﾞｪｲｺﾑｸﾞﾙｰﾌﾟ 
KDDI 
ソフトバンク 
イー・アクセス 
ｹｲ･ｵﾌﾟﾃｨｺﾑ 
九州通信ネッ

トワーク 
その他電力系 
UCOM 
その他 

30.0% 
24.2% 
8.6% 
7.4% 
6.5% 
3.8% 
3.9% 
0.9% 

 
1.3% 
1.5% 

11.9% 

NTT 東日本 
NTT 西日本 
ソフトバンク 
ｼﾞｪｲｺﾑｸﾞﾙｰﾌﾟ 
イー・アクセス 
KDDI 
ｹｲ･ｵﾌﾟﾃｨｺﾑ

九州通信ネッ

トワーク 
その他電力系 
UCOM 
その他 

28.9% 
23.2% 
9.7% 
8.3% 
6.0% 
5.0% 
3.3% 
0.9% 

 
1.2% 
1.5% 

12.0% 
移 動 体 デ

ー タ 通 信

サ ー ビ

ス 23 

NTT ドコモ 
ソフトバンク 

42.0% 
30.5% 

 N/D  N/D 

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾓﾊﾞｲﾙ(22.6%) 

ｲｰ･ｱｸｾｽ(3.0%) 

ウィルコム(3.5%) 

WirelessCityPlanning(1.4%) 

KDDI 27.5% 
KDDI24(24.6%) 

UQ ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ(2.9%) 

その他 0.0% 
 

19 CATV インターネットサービスにおける平成 25 年 9 月末のジェイコムグループのシェアは 50.3%、JCN グル

ープのシェアは 10.5%。 
20 FTTH、ADSL、CATV インターネットのサービスの合計。 
21 固定系ブロードバンドサービスにおける平成 25 年 9 月末の KDDI（中部テレコミュニケーション、沖縄通信

ネットワーク、沖縄セルラー電話、JCN グループを含む）のシェアは 10.0%、ジェイコムグループのシェアは

8.6%。 
22 固定系ブロードバンドサービスにおける平成 25 年 9 月末のソフトバンク BB 及びソフトバンクテレコムのシ

ェアは 5.7%、イー・アクセスのシェアは 3.2%。 
23 移動体データ通信サービスのシェアの計算では、グループ内企業同士における卸電気通信役務の提供

等によって、一の契約で複数の回線を利用している場合には、当該複数の回線に基づくシェアとなってい

る。 
24 沖縄セルラー電話を含む。 
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平成２５年３月末時点における加入者回線数のシェアは、次のとおりである。 
 

 平成２５年３月末 平成２４年３月末 
（参考） 

平成２２年３月末 
光ファイバ回線 NTT 東西 

ＮＴＴ東西以外 
78.4% 
21.6% 

NTT 東西 
ＮＴＴ東西以外 

77.3% 
22.7% 

NTT 東西 
ＮＴＴ東西以外 

77.3% 
22.7% 

全回線 25 NTT 東西 
ＮＴＴ東西以外 

84.5% 
15.5% 

NTT 東西 
ＮＴＴ東西以外 

85.3% 
14.7% 

NTT 東西 
ＮＴＴ東西以外 

87.9% 
12.1% 

 
このように、現在の固定系ブロードバンドサービスの主流となっているＦＴＴＨサービスに

ついて、ＮＴＴ東西のシェアが高い水準で推移している。 
他方、移動体データ通信サービスのシェアについては、上位３グループでほぼ１００％と

なっている。 
なお、近年、ＭＶＮＯによる移動体データ通信サービスの提供も広がりをみせているとこ

ろであり、ＭＶＮＯは、平成２５年９月末時点で１，２５７万契約と、ＭＶＮＯも一定の契約数

を有している。ただし、このうち、ＭＮＯでもあるＭＶＮＯの契約数が６４６万と、約半数を占

めているところである 26。 
回線数シェアについては、ＮＴＴ東西のシェアが高い水準で推移している。 
なお、「電気通信事業分野における競争状況の評価２０１２」（平成２５年９月公表）にお

いては、ＦＴＴＨ市場における都道府県別の競争状況について分析を行っている。このうち、

ＮＴＴ東西による光ファイバ回線の貸出回線数（都道府県別）及び都道府県別の主要事業

者のＦＴＴＨサービスシェアの変遷は、別添１のとおりである。 
 

（エ）市場集中度 
 

平成２５年９月末時点におけるブロードバンドサービス等の市場集中度（ＨＨＩ27）は、次

のとおりである 28。 
 

 平成２５年９月末 平成２４年１２月末 
（参考） 

平成２２年１２月末 
ＦＴＴＨサービス 5,328 5,481 5,669 

25 具体的には、報告規則様式第 21 に掲げるとおりであり、メタル回線、光ファイバ回線、同軸回線等を指

す。 
26 報告規則の改正に伴い、平成 25 年度の検証より MVNO の契約数の把握が可能となった。ただし、音声

通信サービスのみを提供する MVNO が含まれている可能性があるため、本検証においては参考として記載

している。 
27 HHI（Herfindahl-Hirschman Index：ハーフィンダール・ハーシュマン指数）とは、当該市場における各事業

者の有するシェアの二乗和として算出される指標である。例えば、それぞれ 40%、20%、15%、15%、10%の市場

シェアを有する 5 事業者によって構成される市場の HHI は、2,550（=402+202+152+152+102）と計算される。HHI

は、完全競争的な市場における 0 に近い値から完全な独占市場における 10,000 までの範囲の値をとる。 
28 サービスごと及びサービス全体でそれぞれ市場シェアに記載の企業グループを 1 社（NTT 東西について

は、NTT 東日本及び NTT 西日本で１社）として算出を行っている。 
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ＡＤＳＬサービス 5,162 3,283 3,254 
ＣＡＴＶインターネ

ットサービス 
3,720 2,622 2,524 

ＦＴＴＨ、ＡＤＳＬ、Ｃ

ＡＴＶインターネット

のサービス全体 

3,393 3,143 2,954 

移動体データ通信

サービス 
3,451 

 
N/D N/D 

 
このように、ＦＴＴＨサービスの市場集中度は若干減少しているものの、各ブロードバン

ドサービス等の市場集中度 29は、寡占的な市場で見られるような高い水準で推移してい

る。 
 

ウ ブロードバンド利用環境に関する検証 
 
（ア）利用者料金 
 

主なブロードバンドサービス等の利用者料金の推移は、別添２のとおりである。 
ＦＴＴＨについては、近年は、新規加入者を対象とした割引キャンペーンや、利用年数に応

じて料金を割り引くサービスを各社が提供しており、新規加入者、長期契約者双方が割引を

受けることが可能となっているものの、各種割引サービス適用前の料金では、おおむね同

水準で推移している。また、固定系通信事業者の一部は、戸建て向けと集合住宅向けの双

方について、料金の二段階定額制により、利用量の少ない利用者が比較的低廉な料金で

サービスを利用可能な料金プランを提供している。さらに、伝送速度についても、平成２５年

４月に新規に参入した事業者がダウンロード時の最大通信速度２Ｇｂｐｓのプランを開始する

など、その進展が見られるところである。 
ＡＤＳＬについては、近年、伝送速度の高速化は見られず、料金水準にも大きな変化は見

られない。ＣＡＴＶインターネットについては、最近では料金水準に大きな変化は見られない。 
移動体データ通信サービスについては、ＭＮＯ各社の提供するサービスに関し、基本使

用料は長期的に低廉化が見られるものの、この数年は同水準で推移している。他方、デー

タ定額通信料については、近年、新規加入者を対象とした割引キャンペーンや端末を購入し

29 公正取引委員会「企業結合審査における独占禁止法の運用指針」（平成 23 年 6 月改定）においては、市

場集中度について、次の考え方が示されている。 

・ 垂直型企業結合の場合 

企業結合後：シェア10%以下、又はHHI2,500以下（かつシェア25%以下）「競争を実質的に制限すること

となるとは考えられない」 

企業結合後：HHI2,500以下（かつシェア35%以下）「競争を実質的に制限することとなるおそれは小さ

い」 

・ 水平的企業結合の場合 

企業結合後：HHI1,500以下、又はHHI1,500超2,500以下（かつHHI増分250以下）、又はHHI2,500超（かつ

HHI増分150以下）「競争を実質的に制限することとなるとは通常考えられない」 
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た場合に通信料を割り引くサービス等を各社が提供している 30ものの、その対象範囲は特

定の者・期間に限られ、一般の契約者に適用される通信料金そのものにはほぼ変化がなく、

むしろスマートフォンの利用を前提としたフルブラウザ用料金がフィーチャーフォン向けブラ

ウザ用料金 31よりも高く設定されている。また、ユーザ一人当たりの平均トラヒックが約２．０

ＧＢ／月 32と推計される中で、ＭＮＯ各社が提供するスマートフォン用の主要な定額制プラン

は、通信速度が制限されない通信量の上限 33は一部の料金プランを除き一律７ＧＢ／月 34

となっており、平均トラヒックとの間に乖離が見られるところである。他方、ＭＶＮＯの中には、

通信速度が制限されない通信量の上限を１ＧＢ／月や２ＧＢ／月とした低中利用者向けの

より低料金の定額プランを提供している者も存在しており、特に、近年、ＭＶＮＯは多様なプ

ランを次々と開始している（別添３）。 
なお、ＭＮＯ２者が、３．９世代携帯電話サービスにおいて二段階定額制の料金プランを

提供していたものの、いずれも新規募集を停止している 35。 
また、移動系通信事業者の一部は、自社グループ内事業者又はＣＡＴＶ事業者等の固定

系ブロードバンドサービスと組み合わせ、スマートフォンの料金の割引を行う固定系と移動

系の連携サービスを展開している。これらサービス等がブロードバンド利用環境等に与える

影響について、今後注視していくことが必要である。 
なお、「電気通信サービスに係る内外価格差調査－平成２４年度調査結果－」（平成２５

年６月公表）においては、ブロードバンドサービス等に係る東京と海外６都市の料金を比較し

ている。同調査結果においては、例えばＦＴＴＨについては、１Ｍｂｐｓ当たりに換算して比較

すると、調査対象事業者の戸建て向けと集合住宅向けサービスに関し、東京は共に最も低

廉な水準にあると評価している。他方、携帯電話の音声・メール・データ利用については、調

査対象事業者のスマートフォンユーザについて、一般ユーザでは東京は３番目に高い水準

にあり、ライトユーザでは東京は最も高い水準にあると評価している。 
 

（イ）接続料と利用者料金との関係等 
 

ＦＴＴＨサービス及びＡＤＳＬサービスに関するＮＴＴ東西の接続料の推移は、別添４のとお

りである。 
固定通信サービスにおいては、「接続料と利用者料金との関係の検証（スタックテスト）の

30 割引キャンペーン等は、その割引分の料金が基本使用料から引かれるものもあるが、データ定額契約を

前提とするものが多いため、データ定額通信料に関する部分に記載している。 
31 例えば、NTT ドコモの場合、スマートフォン向けフルブラウザ用料金（Xi パケ・ホーダイフラット）は 5,985 円

／月、iモードブラウザ向け料金（パケ・ホーダイ シンプル）は上限額4,410円／月である。なお、フィーチャー

フォンでフルブラウザを利用した場合の料金は、スマートフォンでフルブラウザを利用する場合の料金とほぼ

同水準となっている（i モードフルブラウザ利用料金の二段階定額上限：5,985 円／月）。 
32 総務省「電気通信事業分野における競争状況の評価 2012」（平成 25 年 9 月公表）より。 
33 各社とも、通信速度制限が課された場合でも、追加料金を支払うことにより通信速度制限が解除できるよ

うに設定している。 
34 一部の MNO が提供する低廉なプランとしては、NTT ドコモが提供する Xi パケ・ホーダイライト（4,935 円･

3GB／月）や、イー・アクセスが提供するLTE電話プラン（にねん）＋データ定額5（3,880円･5GB／月）がある。

このほか、特定の端末等に限定し通信速度が制限されない通信量の上限を抑えた料金プランを提供する

MNO も存在する。そのようなデータ通信プランの例は別添 3 のとおり。 
35 なお、BWA サービスの一部では、現在でも二段階定額制の料金プランが提供されている。 
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運用に関するガイドライン」（平成２４年７月改定）に従い、実績原価に基づき毎事業年度再

計算して算定される接続料の認可時及び対象となるサービスに係る接続料の認可時に、ス

タックテストを実施している。平成２５年に認可を行った接続料については、同ガイドラインに

基づく検証の結果、いずれも利用者料金が接続料等を上回っており、かつ営業費相当分は

基準値を上回っているため、妥当なものとなっている。 
移動通信サービスに関する接続料については、第二種指定電気通信設備（以下「二種指

定設備」という。）制度に基づき、二種指定設備を設置する電気通信事業者は、能率的な経

営の下における適正な原価に適正な利潤を加えたものを超えない接続料等を定めた接続

約款を総務省に届け出ることとなっており、当該電気通信事業者のデータ接続料の推移は

別添５のとおりである。 
近年、二種指定設備を設置する電気通信事業者によりアンバンドルされている機能につ

いては接続料の大幅な低廉化が進んでいるが、「第二種指定電気通信設備制度の運用に

関するガイドライン」（平成２２年３月策定・平成２５年８月最終改定）において定める「アンバ

ンドルすることが望ましい機能」に該当する機能について、全て設定しているのは、当該電

気通信事業者のうち１者である。  
 

（２）関係主体の取組に関する検証 
 

ア 未整備地域における基盤の整備に関する取組 
 

総務省は、情報通信利用環境整備推進交付金（平成２３年度予算額：２４．０億円、平

成２４年度予算額：１９．０億円、平成２５年度予算額：８．０億円）により、医療・健康福祉・

教育分野等での利活用に資する超高速ブロードバンド基盤整備を実施する地方公共団

体等に対し、その事業費の一部を補助している。同交付金を活用した地方公共団体によ

る超高速ブロードバンド基盤の整備世帯数は、３２，０００世帯程度を見込んでいる。 
 

イ 公正競争環境の整備に関する取組 
 
（ア）業務委託先子会社等に対するＮＴＴ東西の監督、ＮＴＴ東西の機能分離 
 

総務省は、業務委託先子会社等に対するＮＴＴ東西の監督義務の導入、ＮＴＴ東西の機

能分離等を内容とする電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号。以下「事業法」という。）

を改正する法案を国会に提出し、当該法案の成立を受け、電気通信事業法施行規則（昭

和６０年郵政省令第２５号。以下「事業法施行規則」という。）の改正を行った（いずれも平

成２３年１１月３０日施行）。 
本制度整備を受けて、ＮＴＴ東西は、機能分離等を実施するための体制整備を行ってお

り、平成２４年に引き続き、ＮＴＴ東西より、平成２５年６月、上記改正後の事業法第３１条

第７項に基づく、業務委託先子会社等に対する監督の状況や、機能分離等の実施状況に

ついての総務大臣への報告が行われた。また、報告時点における監督対象子会社等の

数は、ＮＴＴ東日本２８社、ＮＴＴ西日本１６社となっている。 
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（イ）ＮＴＴの業務規制手続の緩和 
 
総務省は、ＮＴＴ東西等が営むことのできる業務に関する規制手続を従来の認可制か

ら届出制に緩和すること等を内容とする日本電信電話株式会社等に関する法律（昭和５９

年法律第８５号。以下「ＮＴＴ法」という。）を改正する法案を国会に提出し、当該法案の成

立を受け、日本電信電話株式会社等に関する法律施行規則（昭和６０年郵政省令第２３

号）の改正を行った（いずれも平成２３年１１月３０日施行）。 

本制度整備を受けて、平成２６年２月までの間に、ＮＴＴ東日本は、サーバ設備を利用し

たアプリケーションサービスの提供を含む９件の活用業務の届出を行い、ＮＴＴ西日本は、

サーバ設備を利用したアプリケーションサービス及びメール等送受信サービスの提供を

含む２件の活用業務の届出を行っている。 

 
（ウ）加入光ファイバ接続料の見直し 

 
平成２３年１月、ＮＴＴ東西より、平成２３年度以降の加入光ファイバ接続料に関し、一芯

接続料の段階的引下げ 36等を内容とする接続約款変更に係る認可申請が行われ、総務

省は、平成２３年３月に認可を行った。また、ＦＴＴＨ市場における競争を一層促進し、ブロ

ードバンドサービスの普及促進を図るためには、光配線区画の拡大とその補完的措置と

してのエントリーメニューの早期導入が適当との平成２４年３月２９日付け情報通信行政・

郵政行政審議会答申を踏まえ、総務省は、同日の平成２４年度一芯単位接続料に係る乖

離額補正の認可の際にこれらを条件として付した。 
これを踏まえ、ＮＴＴ東西が実施する接続事業者向けの光配線区画の導入に向けたトラ

イアルについて、ＮＴＴ東日本に対して３者、ＮＴＴ西日本に対して２者から参加意向があっ

たが、平成２６年１月時点で当該トライアルに参加しているのはＮＴＴ東日本エリアにおけ

る１者のみである。 
また、平成２４年６月にＮＴＴ東西より加入光ファイバ接続料に係るエントリーメニューに

ついて、接続約款変更の認可申請が行われ、総務省は、平成２４年９月に認可を行った。

これを受け、ＮＴＴ東西は、平成２５年３月から、エントリーメニューの提供を開始している

が、平成２６年１月時点においては、エントリーメニューの利用事業者は無い状況である。 
なお、加入光ファイバ接続料については、平成２６年１月、ＮＴＴ東西より、平成２６年度

以降の一芯接続料を毎年度同額程度引下げること 37等を内容とする接続約款変更に係

る認可申請が行われ、総務省は、同月に情報通信行政・郵政行政審議会に諮問し、現在、

同審議会において審議が行われているところである。 
 

（エ）ユニバーサルサービス制度の見直し 
 
ブロードバンドサービスが全国に普及するまでの移行期におけるユニバーサルサービ

36 例えば、平成 25 年度における戸建て向け一芯接続料は、対平成 22 年度比で NTT 東日本は 32%、NTT

西日本は 34%の引下げを行うものとなっている。 
37 例えば、平成 26 年度から 28 年度までの戸建て向け一芯接続料は、対前年度比で NTT 東日本は 0.9%程

度、NTT 西日本は 1.2%の引下げを行うものとなっている。 
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ス制度の在り方に関する情報通信審議会答申（平成２２年１２月）を受けて、平成２３年４

月、総務省は、適格電気通信事業者（ＮＴＴ東西）が提供する加入電話の住宅用基本料額

の最高額（１，７００円）を超えないこと等を条件として、加入電話に相当する光ＩＰ電話をユ

ニバーサルサービスの対象として追加することを内容とする事業法施行規則等の一部改

正を行った。 
また、上記省令改正の附則においては、加入電話に相当する光ＩＰ電話について「その

提供の状況、市場環境の変化等を勘案しつつ検討を加え、必要な見直しを行う」ことが規

定されており、当該省令改正以降に生じた東日本大震災の復興エリアにおける通信イン

フラ整備の必要性等の光ＩＰ電話を取り巻く状況の変化を踏まえ、平成２５年７月、総務省

は、基礎的電気通信役務の対象となる加入電話に相当する０ＡＢ～Ｊ番号の光ＩＰ電話の

類型について、「その基本料金の額が、適格電気通信事業者（ＮＴＴ東・西）が提供する加

入電話の当該区域の局級区分に応じた事務用・住宅用区分の基本料金の額（プッシュ回

線用のもの）を超えないもの」を追加する内容とする事業法施行規則の一部改正を行っ

た。 
 

（オ）ワイヤレスブロードバンドに関する取組 
 

総務省は、ワイヤレスブロードバンドの実現に向けた周波数再編の迅速化を図るため、

既存無線局の周波数変更等に要する費用について、携帯電話基地局等を新規に開設し

ようとする者が負担する制度の導入等を内容とする電波法（昭和２５年法律第１３１号）を

改正する法案を国会に提出し、当該法案は成立した（当該制度の導入関係規定について

は、平成２３年８月３１日施行）。これを受けて、当該制度を適用し、平成２４年３月、９００

ＭＨｚ帯周波数についてソフトバンクモバイルの特定基地局の開設計画を認定するととも

に、平成２４年６月、７００ＭＨｚ帯周波数について、ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ／沖縄セルラー電

話、イー・アクセスの特定基地局の開設計画を認定した。 
また、周波数再編アクションプラン（平成２４年１０月改定版）において、広帯域移動無

線アクセスシステム（ＢＷＡ）の利用に関し、２．５ＧＨｚ帯での周波数帯の拡大を図ることと

しており、平成２５年５月、「広帯域移動無線アクセスシステムの高度化のための特定基

地局の開設に関する指針」を制定し、同年７月、２．５ＧＨｚ帯周波数について、ＵＱコミュニ

ケーションズの特定基地局の開設計画を認定した。 
さらに、「日本再興戦略」において、世界最先端の第４世代移動通信システム（４Ｇ）を

早期に実用化するため、技術導入に必要な制度を平成２５年内に整備し、平成２６年まで

に新たな周波数帯の割当てを行うとともに、４Ｇの更なる高度化と我が国技術の国際展開

支援のため、２０１５年度までに、国際的に調和のとれた形で、更なる追加割当候補周波

数を確保するとしており、技術導入に必要な制度を平成２５年１２月に整備したところであ

る。 
 

（カ）情報通信審議会答申（ブロードバンド答申）を踏まえた取組 
 
平成２３年３月、総務省は、ブロードバンド普及促進のための競争政策の在り方につい

て情報通信審議会に諮問を行った。同審議会において、ＮＧＮのオープン化によるサービ
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ス競争の促進、モバイル市場の競争促進、線路敷設基盤の開放による設備競争の促進

に関する方策等について検討が行われ、同年１２月に答申「ブロードバンド普及促進のた

めの環境整備の在り方」（以下「ブロードバンド答申」という。）が取りまとめられた。同答申

を受けて、総務省は、ＮＴＴ東西に対して答申に掲げられた事項に関する検討状況等の報

告等を求める指導を行った。 
平成２４年６月、総務省は、二種指定設備制度に係る指定の閾値を端末シェア２５％か

ら１０％に引き下げることを内容とする省令改正を行った。これを踏まえ、同年１２月、端末

シェアが１０％を超えるソフトバンクモバイルの設置する電気通信設備の一部を二種指定

設備として指定した。 
さらに、平成２４年度には、次のガイドライン等の策定・改定を実施した。 

① 「電気通信事業法第３０条第１項の規定に基づく禁止行為等の規定の適用を受ける

電気通信事業者（移動通信分野における市場支配的な電気通信事業者）の指定に当

たっての基本的考え方」（平成２４年４月策定） 
② 「電気通信事業分野における競争の促進に関する指針」（平成２４年４月改定） 
③ 「事業者間協議の円滑化に関するガイドライン」（平成２４年７月策定） 
④ 「ＭＶＮＯに係る電気通信事業法及び電波法の適用関係に関するガイドライン」（平成

２４年７月改定） 
また、ＮＴＴ東西のメタル回線の接続料算定の在り方の更なる適正化に向け、「メタル回

線のコストの在り方に関する検討会」を開催し、平成２５年５月に報告書を取りまとめた。 
同年５月には、「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度に基づく検証

結果（平成２４年度）」を含むブロードバンド答申に掲げられた事項に関する取組状況につ

いて、情報通信審議会へ報告し、審議を行った。 
加えて、モバイル接続料算定の更なる適正性向上に向け、算定方法及びその検証の

在り方を検討するため、「モバイル接続料算定に係る研究会」を開催し、同年７月に報告

書を取りまとめ、同報告書を踏まえ、同年８月に、「第二種指定電気通信設備制度の運用

に関するガイドライン」を改定した。また、平成２６年１月、モバイル接続料の算定を前年度

実績値から当該年度実績値を基に行うよう改める同ガイドラインの改正案の意見募集を

開始したところであり、同改正案に対する意見を踏まえ、同ガイドラインの改正を実施する

予定である。 
平成２５年９月には、移動系通信市場における競争の進展状況の分析に必要なＭＶＮ

Ｏの現状を把握するため、報告規則等の一部を改正し、ＭＶＮＯに関するデータを収集・

把握することを可能とした。 
 

（キ）競争評価の見直し 
 
総務省は、近年のメタル回線から光ファイバへのマイグレーションの進展、無線のブロ

ードバンド化、電気通信事業を巡るビジネスモデルの多様化等の新たな動向を踏まえ、平

成２４年２月に「電気通信分野における競争状況の評価に関する基本方針」の一部見直

しを行った。 
平成２３年度の競争評価は、この基本方針等に基づき、移動系のデータ通信を新たに

分析・評価の対象とするとともに、ＦＴＴＨ市場おいては、設備競争及び事業者間取引の状
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況について分析を行った。 
平成２４年度の競争評価では、定点的評価については平成２３年度の競争評価の枠組

みを原則として維持しつつ、移動系、固定系それぞれについてサービス品質及びサービ

ス変更コストの分析を行った。また、戦略的評価として、ＭＶＮＯの市場参入の動向及び

市場間の連携サービスの利用動向の分析を行った。 
平成２５年度の競争評価においては、定点的評価は平成２３年度の競争評価の枠組み

を原則として維持しつつ、移動系データ通信市場において、事業者間取引に関するデータ

を分析指標に加えるほか、固定系データ通信市場において、移動系データ通信による固

定ブロードバンドの代替性を評価に当たっての勘案要素とする等、基本データの整理・拡

充を図ることとしている。また、戦略的評価として、①企業グループにおける連携サービス

の競争環境への影響分析、②地域ブロック別の超高速ブロードバンドサービスの競争状

況の分析、③固定ブロードバンド・モバイルインターネットの上流サービスの利用分析をテ

ーマとすることとしている。 
 

ウ ＩＣＴ利活用の促進に関する取組  
 

我が国では、政府全体の成長戦略である「日本再興戦略」において、成長戦略の柱の一

つとして「世界最高水準のＩＴ社会の実現」を掲げるとともに、新たな情報通信技術戦略として、

今後５年程度の期間（２０２０年まで）に世界最高水準のＩＴ利活用社会を実現することを目標

とした「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」（平成２５年６月閣議決定）及び工程表（同ＩＴ戦略本部

決定）を策定し、あらゆる分野におけるＩＣＴの利活用等を政府一体となって推進しているとこ

ろである。 
また、平成２５年４月に成立した公職選挙法の一部を改正する法律（平成２５年法律第１０

号）によるインターネット選挙運動の解禁、同年５月の行政手続における特定の個人を識別

するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）の成立により、今後、更な

るＩＣＴ利用環境の整備や、国民生活をより豊かにするＩＣＴ利活用の推進が求められている。 
こうしたＩＣＴの役割の増大を踏まえ、ＩＣＴ利活用に関し、主に次のような取組を実施してい

る。 
 

（ア）オープンデータ・ビッグデータの活用の促進に関する取組 
 

「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」においては、行政の保有する地理空間情報、統計情報

等の公共データや、企業が保有する多種多量の情報（ビッグデータ）を相互に結びつけ、

活用することにより、企業活動、消費者行動、社会生活にもイノベーションが創出される社

会の実現を目指し、公共データの民間開放（オープンデータ）の推進やビッグデータの活

用推進、とりわけ利用価値が高いとされる「パーソナルデータ」の利用促進のための環境

整備等を図ることとしている。これに関連し、総務省では、関係業界団体や有識者等から

構成するオープンデータ流通推進コンソーシアムと連携を図りながら、情報流通連携基盤

共通ＡＰＩの開発・実証、データの２次利用に関するルールの策定等の取組を推進してい

る。また、パーソナルデータの利用促進については、「パーソナルデータの利用・流通に関

する研究会」を開催し、パーソナルデータの適正な利用・流通の促進に向けた方策の取り
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まとめを行った。 
 
（イ）医療分野におけるＩＣＴ利活用の促進に関する取組 
 

「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」においては、「適切な地域医療・介護等の提供、健康増

進等を通じた健康長寿社会の実現」を目指し、データを利活用した健康増進・管理や疾病

予防の仕組みの構築を図るとともに、必要な時に効果的・効率的な医療・介護や生活支

援サービス等を安心して受けられる持続的な体制を整備することとしている。これを踏ま

え、総務省では、健康情報活用基盤の確立やこの活用による在宅医療・介護ＩＣＴモデル

等の確立・普及を推進し、少子高齢化の進展や医師不足・偏在等による国民医療費の増

加や地域医療体制の疲弊、患者の健康医療分野に対するニーズの変化等の課題に対応

した、ＩＣＴを活用して限られた医療資源を有効的に活用した医療サービスの提供の実現

を図っている。 
 

（ウ）その他ＩＣＴ利活用の促進に関する取組 
 

総務省では、上記のほか、あらゆる分野におけるＩＣＴ利活用を促進するため、農業の

生産性向上・高付加価値化の実現を目指した実証実験や、テレワークの推進、文部科学

省と連携した学校教育の情報化等の取組を推進している。 
 
２ ＮＴＴ東西等における規制の遵守状況等の検証 
 

上記のとおり、「ＮＴＴ東西等における規制の遵守状況等の検証」については、意見募集及び

再意見募集を行ったところであるが、本文中括弧書きで付している意見番号は、参考資料１の

意見番号に対応するものである。なお、「競争政策の見直し」に関し、平成２６年２月３日、「２０

２０年代に向けた情報通信政策の在り方－世界最高レベルの情報通信基盤の更なる普及・発

展に向けて－」について、情報通信審議会に諮問しているところであり、本文中の個別意見に

対する考え方については、当該諮問を踏まえた記述を追記している 38。 
 
（１）第一種指定電気通信設備に関する検証 

 
ア 指定要件に関する検証 
 

検証の結果、第一種指定電気通信設備（以下「一種指定設備」という。）の指定は、事業

法第３３条第１項及び事業法施行規則第２３条の２第２項及び第３項に規定された指定の要

件に基づき適切に行われていると認められる。なお、当該検証について、寄せられた主な個

別意見とそれに対する考え方は次のとおり。 
 

38 なお、参考資料１については、寄せられた意見に対する総務省の考え方を取りまとめ・公表した平成２５

年１２月時点のものを使用している。 
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指定しない設備を具体的に列挙する方式（ネガティブリスト方式）を維持すべきであり、

また、端末系伝送路設備の種別（メタル・光）を区分せず指定することを維持すべきとの

指摘（意見４）について 
 
現行の一種指定設備の指定については、情報通信審議会答申「コロケーションルール

の見直し等に係る接続ルールの整備について」（平成１９年３月３０日情通審第３４号。以

下「３月答申」という。）において、伝送路設備及び交換等設備に対する指定方法をネガテ

ィブリスト方式（指定しない設備を具体的に列挙する方式）からポジティブリスト方式（指定

する設備を具体的に列挙する方式）に変更した場合、ボトルネック性を有する設備である

にもかかわらず一定期間指定されない場合が生じ得るため、電気通信市場の健全な発

達が損なわれる可能性がある旨が示されているところである。 
昨年度の公正競争レビュー制度に基づく検証結果では、ネガティブリスト方式の採用が

ＮＴＴ東西による迅速なサービス提供等に対し重大な支障となっているという事実は認め

られないとしたところである。 
この点については、新たに導入する設備は、アクセス回線と一体的に機能する蓋然性

は高いものと考えられることに加え、競争セーフガード制度及び公正競争レビュー制度に

おいて毎年度指定対象設備を検証していることを踏まえると、現行の指定方法は、「必要

以上の設備を指定電気通信設備として指定することは回避されなければならない」とする

３月答申の趣旨に反しているものではなく、一種指定設備制度の趣旨に照らして妥当で

ある。 
端末系伝送路設備については、これまでの競争セーフガード制度に基づく検証結果や

公正競争レビュー制度に基づく検証結果において、メタル・光の種別を区別せずに一種指

定設備として指定することは、①共に利用者から見て代替性の高いブロードバンドサービ

スの提供に用いられていること、②既存の電柱・管路等の共通の線路敷設基盤の上に敷

設されていること、③実態としてＮＴＴ東西はメタル回線を光ファイバ回線に更新する際の

コスト・手続の両面において優位性を有していること等に鑑みれば、合理性があると認め

られるとの考え方を示したところである。 
また、ボトルネック性の判断に当たり、ブロードバンドに利用されていないＣＡＴＶ回線や

高速無線アクセス回線については、利用者からみてメタル回線で提供されるサービスと代

替性があるとは必ずしも言えない点で異なることから、これらを含めて判断することは適

当でない。 
ＮＴＴ東西の今回の意見や、ＰＳＴＮからＩＰ網への移行に伴うアクセス回線の移行の進

展状況を考慮しても、この考え方を変更すべき特段の事情は依然認められないことから、

端末系伝送路設備については、引き続きメタル・光の種別を区別せずに一種指定設備と

して指定することが適当である。 
 

イ 指定の対象に関する検証 
 

検証の結果、一種指定設備の指定の対象は、事業法第３３条第１項及び事業法施行規

則第２３条の２第４項に基づき、平成１３年総務省告示第２４３号により適切に行われている

と認められる。なお、当該検証について、寄せられた主な個別意見とそれに対する考え方は
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次のとおり。 
 
（ア） 市場環境等の変化を踏まえ、一種指定設備の対象を検証し、見直すべき、また、ＮＧ

Ｎ等のＩＰ通信網は、現に他事業者は独自のＩＰ網を構築するなど、ボトルネック性はない

ことから、一種指定設備の対象から除外すべきとの指摘（意見６、７）について 
 

一種指定設備の対象については、公正競争レビュー制度による運用を通じて毎年度検

証することとしており、今年度においても「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビ

ュー制度の運用に関するガイドライン」に規定する考え方に基づき、その妥当性・適正性

の確保に努めることとしている。 
ＮＧＮについては、情報通信審議会答申「次世代ネットワークに係る接続ルールの在り

方について」（平成２０年３月２７日情審通第５３号）において示されたとおり、シェア７４％

超を占めるＦＴＴＨサービスやシェア７０％近いひかり電話等に利用されるネットワークであ

り、他事業者の構築したネットワークを利用してサービス提供を行うビジネスモデルを採

用する事業者（ＦＶＮＯ）や固定電話網・ＩＰ網などネットワークを自ら構築し保有している事

業者（ＦＮＯ）にとって、利用の公平性が確保された形で自網とＮＧＮを接続可能であること

がその事業展開上不可欠であり、かつ、利用者利便の確保の観点からも不可欠であると

考えられること等から、ＮＧＮを一種指定設備に指定することとされたものである。 
ブロードバンド答申においても、同様の点について確認がなされた上で、「今後我が国

の基幹的なコア網としての役割が想定されるＮＧＮにおいて、多様な事業者が、競争的な

サービスや多様なコンテンツ・アプリケーションサービスを柔軟に提供できる環境を整備す

ることがこれまで以上に重要となっている」とされたところである。 
また、ＮＴＴ東西のＦＴＴＨユーザは、ＮＧＮの収容ルータに収容されると、現時点ではコ

ア網として他事業者網を選択できないことから、ＮＧＮはメタル回線をアクセス回線とする

電話網等よりも他事業者にとっての事業展開上のボトルネック性が一層高いという特性を

有している。 
現在でもＦＴＴＨサービスにおけるＮＴＴ東西のシェアは７１．７％（平成２５年９月）、０ＡＢ

～Ｊ ＩＰ 電話におけるシェアも６１．２％（平成２５年９月、利用番号数ベース）の状況にあ

ることを踏まえると、これらの状況は現段階においても変わりはないことから、引き続き、

ＮＧＮは、一種指定設備に指定することが必要と考えられる。 
 

（イ） 加入者光ファイバについて、一種指定設備の対象から除外すべきとの指摘（意見９）

について 
 

一昨年度の競争セーフガード制度に基づく検証結果では、ＮＴＴ東西は、全加入者回線

の９割以上の回線を有しており、競争事業者にとって、ＮＴＴ東西の光ファイバを利用する

ことが欠かせないことから、加入光ファイバを引き続き一種指定設備に指定することが適

当としたところである。 
以上の状況は、現時点においてもＮＴＴ東西が全加入者回線の８割以上の回線を有す

る状況に鑑みれば、依然として変わりはないことから、加入光ファイバを引き続き一種指

定設備に指定することが適当である。 
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ウ アンバンドル機能の対象に関する検証 
 

検証の結果、一種指定設備を設置する電気通信事業者（以下「一種指定事業者」という。）

が、事業法第３３条第３項第１号ロの規定に基づき、接続料規則（平成１２年郵政省令第６４

号）第４条に規定されている機能ごとの接続料について、適切に接続約款に定められている

と認められる。なお、当該検証について、寄せられた主な個別意見とそれに対する考え方は

次のとおり。 
 

ブロードバンドの利活用を促進する健全な競争環境を整備するためには、より大胆なＮ

ＧＮのオープン化施策など新たな対策が必要との指摘（意見１２）について 
 

ブロードバンド答申において、アンバンドルは、他事業者が多様な接続を実現するため

のものであり、アンバンドル以前、すなわち他の設備・機能とバンドルされていた時より接

続料は低減することとなり、それが利用者料金の低減や多様なサービス提供に繋がれば、

電気通信市場における競争促進にも資することから、積極的に推進すべきものとされて

いる。また、ＮＧＮのアンバンドルの要否については、ブロードバンド答申において、創意

工夫で新たなサービスを生み出すことが期待されているＮＧＮの特性や、ＰＳＴＮからのマ

イグレーションの動向を踏まえ、ＮＧＮにおける公正競争環境を整備し、ブロードバンドの

普及促進を図る観点から、今後必要となる機能の取扱いに関し、ＮＧＮの段階的発展に

対応したアンバンドルの考え方（①「具体的な要望があること」、②「技術的に可能である

こと」、③「過度な経済的負担がないことに留意」）が整理されたところである。 
なお、ＮＧＮのオープン化については、「日本再興戦略」に掲げられているとおり、「競争

政策の見直し」において、「ＮＧＮのオープン化」を含めて検討課題を洗い出した上で、具

体的な制度見直し等の方向性について検討することとしているところであり、情報通信審

議会に諮問した「２０２０年代に向けた情報通信政策の在り方－世界最高レベルの情報通

信基盤の更なる普及・発展に向けて－」においては、必要に応じ、これを踏まえた検討が

行われるものと考えられる。 
 

 
（２）第二種指定電気通信設備に関する検証 
 

ア 指定要件に関する検証 
 

検証の結果、二種指定設備の指定は、事業法第３４条第１項及び事業法施行規則第２３

条の９の２第２項、第３項及び第４項に規定された指定の要件に基づき適切に行われている

と認められる。なお、当該検証について、寄せられた主な個別意見とそれに対する考え方は

次のとおり。 
 
（ア） モバイル市場は原則として市場競争に委ね必要最小限の規制とすべきであり、現行
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の指定の基準値は適切との指摘（意見２５）について 
 

二種指定設備制度は、業務区域における端末シェアが１０％を超える電気通信事業者

に交渉上の優位性を認め、当該事業者に対し、接続応諾義務等の一般的な接続ルール

に加えて、接続約款の作成・届出、接続会計の整理等の接続に関する必要最低限の規

律を課すものである。 
指定の基準値については、情報通信行政・郵政行政審議会の答申（平成２４年５月２９

日）を踏まえ、ＭＮＯ間の交渉上の地位の関係の変化やＭＮＯ－ＭＶＮＯ間の交渉上の地

位の関係の変化といった市場環境の変化を勘案して｢十分の一を超えるもの｣としたもの

である。 
なお、モバイル市場における今後の規制の在り方に関しては、「日本再興戦略」に掲げ

られているとおり、「競争政策の見直し」において、「モバイル市場の競争促進」を含めて

検討課題を洗い出した上で、具体的な制度見直し等の方向性について検討することとし

ているところであり、情報通信審議会に諮問した「２０２０年代に向けた情報通信政策の在

り方－世界最高レベルの情報通信基盤の更なる普及・発展に向けて－」においては、必

要に応じ、これを踏まえた検討が行われるものと考えられる。 
 
（イ） ソフトバンクモバイルとイー・アクセス間で不透明な取引が懸念されるため、イー・アク

セスを二種指定事業者とすべき。また、同一市場においては企業グループ単位の規制に

見直すべきとの指摘（意見２６）について 
 
現行の二種指定設備制度は、事業法第３４条第１項に規定するとおり、端末シェアが１

０％を超える電気通信事業者が設置する特定の電気通信設備の総体について指定する

制度であり、指定に当たっては電気通信事業者単位で判断することとされていることから、

当該指定の基準を満たしていないイー・アクセスの電気通信設備を二種指定設備として

指定することは適当ではない。   
なお、事業者の経営体制を含む近年のモバイル市場における環境変化については、今

後とも状況を注視していくことが必要であり、「競争政策の見直し」においては、必要に応

じ当該環境変化を踏まえて検討課題を洗い出した上で、具体的な制度見直し等の方向性

について検討することとしているところであり、情報通信審議会に諮問した「２０２０年代に

向けた情報通信政策の在り方－世界最高レベルの情報通信基盤の更なる普及・発展に

向けて－」においては、必要に応じ、これを踏まえた検討が行われるものと考えられる。 
 

  （ウ） 二種指定事業者とＭＶＮＯの不公平な競争条件の是正のため、二種指定設備制度

を一種指定設備制度並みに厳正化すべきとの指摘（意見２７）について 
     

現行の二種指定設備制度は、周波数の有限希少性等により新規参入が困難な寡占的

市場が形成されているモバイル市場において、一定以上のシェアを有する電気通信事業

者が、接続協議における交渉上の優位性を背景に、接続における不当な差別的取扱い

等を引き起こすおそれがあることに鑑み、接続料等の公平性・透明性、接続の迅速化等

を担保する観点から非対称規制として設けられたものであり、ボトルネック設備に起因す

24 
 



る市場支配力に着目している一種指定設備制度とは事業法上の位置付けが異なるもの

である。 
なお、モバイル市場における今後の規制の在り方に関しては、「日本再興戦略」に掲げ

られているとおり、「競争政策の見直し」において、「モバイル市場の競争促進」を含めて

検討課題を洗い出した上で、具体的な制度見直し等の方向性について検討することとし

ているところであり、情報通信審議会に諮問した「２０２０年代に向けた情報通信政策の在

り方－世界最高レベルの情報通信基盤の更なる普及・発展に向けて－」においては、必

要に応じ、これを踏まえた検討が行われるものと考えられる。 
 
 イ 指定の対象に関する検証 

 
検証の結果、二種指定設備の指定の対象は、事業法第３４条第１項及び事業法施行規

則第２３条の９の２第２項、第３項及び第４項に規定された指定の要件に基づき適切に行わ

れていると認められる。なお、当該検証について、寄せられた主な個別意見とそれに対する

考え方は次のとおり。 
 

現行制度はＭＮＯに対して世界的に見ても厳しい規制が課されている、グローバルな

ＭＶＮＯの展開も見られる中、ＭＮＯに過度な規制をすべきではないとの指摘（意見２８）

について 
 
現行の二種指定設備制度は、周波数の有限希少性等により新規参入が困難な寡占的

市場が形成されているモバイル市場において、一定以上のシェアを有する電気通信事業

者が、接続協議における交渉上の優位性を背景に、接続における不当な差別的取扱い

等を引き起こすおそれがあることに鑑み、接続料等の公平性・透明性、接続の迅速化等

を担保する観点から、接続応諾義務等の一般的な接続ルールに加えて、接続約款の作

成・届出、接続会計の整理等の接続に関する必要最低限の規律を課すものである。  
なお、モバイル市場における今後の規制の在り方に関しては、「日本再興戦略」に掲げ

られているとおり、２０１４年を目途として実施する「競争政策の見直し」において、「モバイ

ル市場の競争促進」を含めて検討課題を洗い出した上で、具体的な制度見直し等の方向

性について検討することとしているところであり、情報通信審議会に諮問した「２０２０年代

に向けた情報通信政策の在り方－世界最高レベルの情報通信基盤の更なる普及・発展

に向けて－」においては、必要に応じ、これを踏まえた検討が行われるものと考えられる。 
 

（３）禁止行為に関する検証 
 

本件について、主な意見に対する検証結果は次のとおりである。 
 

ア 第二種指定電気通信設備に係る禁止行為規制の適用事業者の指定要件に関する検証 
 

（ア） ＮＴＴドコモは４０％以上の市場シェアを長期に渡って維持しており、ＮＴＴドコモに対す

る禁止行為規制適用の必要性に変わりはない、又は、ＮＴＴドコモのみに禁止行為規制を
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課す合理性はなく、指定対象について速やかに見直すべきとの指摘（意見３０、３１）につ

いて 
 
禁止行為等規制は、市場支配力を有する電気通信事業者がその市場支配力を濫用し

た場合、電気通信事業者間の公正な競争等に及ぼす弊害は著しく大きく看過し得ないも

のとなるため、それを未然に防止する観点から規定されており、第二種指定電気通信設

備を設置する電気通信事業者のうち最近１年間における収益の額の市場に占める割合

（以下「市場シェア」という。）が２５％を超える電気通信事業者について、市場シェアの推

移その他の事情を勘案して、事業法第３０条第３項から第５項までの規定の適用を受ける

電気通信事業者として指定することができるとされている。 
禁止行為等規制の運用に当たっては、「電気通信事業法第３０条第１項の規定に基づ

く禁止行為等の規定の適用を受ける電気通信事業者（移動通信分野における市場支配

的な電気通信事業者）の指定に当たっての基本的考え方」（以下「禁止行為等規定適用

事業者指定ガイドライン」という。）を策定・公表しており、禁止行為等適用事業者指定ガイ

ドラインに沿って、現在、ＮＴＴドコモを当該規定の適用を受ける電気通信事業者として指

定しているところであり、上述の規定の趣旨及び禁止行為等規定適用事業者指定ガイド

ラインに示す考え方に照らし、 現時点において、ＮＴＴドコモを禁止行為等規制の適用を

受ける電気通信事業者として引き続き指定する必要性に変わりはない。 
なお、近年のモバイル市場における環境変化については、今後とも状況を注視していく

ことが必要であり、「競争政策の見直し」においては、必要に応じ当該環境変化を踏まえ

て検討課題を洗い出した上で、具体的な制度見直し等の方向性について検討することと

しているところであり、情報通信審議会に諮問した「２０２０年代に向けた情報通信政策の

在り方－世界最高レベルの情報通信基盤の更なる普及・発展に向けて－」においては、

必要に応じ、これを踏まえた検討が行われるものと考えられる。 
 

（イ） 上位３社のモバイル事業者を含む企業グループの総合的な市場支配力やグループド

ミナンスに対して規制が必要との指摘（意見３２）について 
 
市場支配力の濫用を防止する観点から規律されている現在の禁止行為等規制の適用

についてみれば、上位３社のうちＮＴＴドコモ以外の２社は、禁止行為等規定適用事業者

指定ガイドラインに示す考え方に照らし、現時点において、市場シェアが１位の電気通信

事業者との市場シェアの格差や総合的な事業能力を判断した上で、ＮＴＴドコモ以外の２

社を禁止行為等規制の適用を受ける電気通信事業者として指定する必要性は認められ

ない。 
なお、モバイル市場における今後の規制の在り方に関しては、「日本再興戦略」に掲げ

られているとおり、「競争政策の見直し」において、「モバイル市場の競争促進」を含めて

検討課題を洗い出した上で、具体的な制度見直し等の方向性について検討することとし

ているところであり、情報通信審議会に諮問した「２０２０年代に向けた情報通信政策の在

り方－世界最高レベルの情報通信基盤の更なる普及・発展に向けて－」においては、必

要に応じ、これを踏まえた検討が行われるものと考えられる。 
 

26 
 



イ 指定電気通信設備制度における禁止行為規制の運用状況に関する検証 
 
（ア） ＮＴＴ東西の県域等子会社におけるＮＴＴドコモの商品の販売等、ＮＴＴ東西の県域等

子会社において禁止行為等規制の潜脱行為が行われており、禁止行為等規制の対象に

県域等子会社を追加する又はＮＴＴ東西の子会社等監督義務に関する厳格な調査検証

及びそれに是正措置を講じる等すべきとの指摘（意見３５）について 
 
ＮＴＴ東西に対しては、指定電気通信設備制度に基づく禁止行為等規制及びＮＴＴ等に

係る累次の公正競争要件が課されており、ＮＴＴ東西からその業務を受託する県域等子

会社において上述の規制の趣旨が徹底されない場合、結果として公正競争環境が確保さ

れない可能性があるところ、県域等子会社がＮＴＴ東西の商品とＮＴＴドコモの商品を併売

する場合、それぞれの業務委託によって知り得た情報を目的外に利用することは許され

ず、また、ＮＴＴ東西からの受託業務とＮＴＴドコモからの受託業務等との間で内部相互補

助が行われないようにすることが必要である。 
この点、平成２０年度の競争セーフガード制度に基づく検証結果に基づき総務省がＮＴ

Ｔ東西に対して行った要請等を踏まえ、総務省は、県域等子会社において、ＮＴＴ東西から

の受託業務とＮＴＴドコモからの受託業務等について、組織を分け、会計を整理し、ＮＴＴド

コモとの排他的な共同営業を行わない等の措置が講じられていることを平成２５年も引き

続き確認している。 
加えて、平成２３年に事業法を改正し、一種指定事業者に対して業務委託先子会社等

の監督が義務付けられたところであるが、総務省は、事業法第３１条第７項に基づくＮＴＴ

東西からの報告等により、県域等子会社を含む業務委託先子会社等との間の委託契約

において、業務委託先子会社等に対して禁止行為を防止するための措置が義務付けら

れ、全社員を対象とした禁止行為防止等のための研修の実施、他事業者情報等の適正

な取扱いに係る管理体制の構築といった措置が講じられていることを確認している。 
以上により、ＮＴＴ東西に課せられている規制の趣旨を徹底するための一定の措置が

講じられており、直ちに追加の措置が必要とは認められない。 
ただし、これらの措置が徹底されない場合には、県域等子会社において当該規制を潜

脱するおそれがあるため、当該措置の徹底について、その状況を今後とも注視していくこ

ととする。 
 

 
（イ） 現在の規制のうち時代にそぐわないものは撤廃又は緩和すべきとの指摘（意見４２）

について 
 

「競争政策の見直し」において、公正競争レビュー制度の検証結果により得られた知見

等を活用しつつ検討を行い、具体的な制度見直し等の方向性について結論を得ることとし

ており、当該「競争政策の見直し」において、既存の市場構造や考え方を前提とした競争

ルールに制度的な課題が認められる場合には、必要に応じ、競争ルール全体の見直し等

についても検討することとしているところであり、情報通信審議会に諮問した「２０２０年代

に向けた情報通信政策の在り方－世界最高レベルの情報通信基盤の更なる普及・発展
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に向けて－」においては、必要に応じ、これを踏まえた検討が行われるものと考えられる。 
 

ウ 特定関係事業者制度に係る禁止行為規制の運用状況に関する検証 
 

公正競争環境を確保するために、ＮＴＴドコモ及びＮＴＴファイナンスをＮＴＴ東西の特定

関係事業者に追加すべき。また、脱法的なグループ連携を防止する規制整備等の検討

等も行うことが必要との指摘（意見４３）について 
 
事業法第３１条第１項及び第２項の規定は、一種指定事業者に対する事業法第３０条

第３項に係る禁止行為等規制の適用のみによっては公正競争環境を十分に担保し得な

いと考えられる一種指定事業者と密接な関係にある電気通信事業者と一種指定事業者

との間における一定の反競争的行為について、それを未然に防止する観点から、当該電

気通信事業者を一種指定事業者の特定関係事業者として指定し、両者の間に厳格なファ

イアウォールを設ける趣旨で規制を課すものであり、現在、上述の趣旨を踏まえ、業務実

態等を勘案の上、ＮＴＴコミュニケーションズをＮＴＴ東西の特定関係事業者として指定して

いるところである。 

ＮＴＴ東西の特定関係事業者として指定する対象については、まずは公正競争レビュー

制度等の運用を通じ、事業法第３０条第３項に係る禁止行為等規制の適用のみによって

は公正競争環境を十分に担保し得ないか否かを検証することが適当であるが、現時点に

おいては、現行の指定対象を直ちに見直すまでの必要性は認められない。 

また、電気通信事業者ではないＮＴＴファイナンスについては、現在の事業法において

は、特定関係事業者として指定する対象となるものではない。 

なお、ＮＴＴグループの業務統合や連携については、電気通信市場全体における状況

を引き続き注視し、「競争政策の見直し」においては、公正競争レビュー制度の検証結果

により得られた知見等を活用しつつ検討を行い、既存の市場構造や考え方を前提とした

競争ルールに制度的な課題が認められる場合には、必要に応じ、特定関係事業制度を

含む競争ルールの見直し等についても検討することとしているところであり、情報通信審

議会に諮問した「２０２０年代に向けた情報通信政策の在り方－世界最高レベルの情報通

信基盤の更なる普及・発展に向けて－」においては、必要に応じ、これを踏まえた検討が

行われるものと考えられる。 

 
（４）業務委託先子会社等監督の運用状況に関する検証 

 
本件について、主な意見に対する検証結果は次のとおりである。 

 
再委託先についても監督対象とするなど業務委託先子会社等監督の運用を徹底し、

公正な競争環境を確保することが必要、又は、ＮＴＴ東西の監督対象子会社において禁

止行為規制に係る問題は生じていないとの指摘（意見４４、４５）について 

 

事業法施行規則第２２条の８第２号イ（３）の規定により、一種指定事業者に対し、監督

対象子会社等における再委託の有無を総務大臣へ報告することを義務付けており、総務
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省においては、再委託の有無に応じ、例えば、当該子会社等に対する委託契約の内容、

再委託に係る規定等の確認を通じて、当該子会社等に対する必要かつ適切な監督が行

われているか否かについて検証し、必要に応じて措置を講ずることが可能である。 
この点、総務省は、事業法第３１条第７項及び事業法施行規則第２２条の８の規定によ

り、平成２４年に引き続き、平成２５年６月のＮＴＴ東西からの報告等により、ＮＴＴ東西の監

督対象子会社等が再委託先の選定・変更を行うに当たっては、禁止行為の禁止徹底の

適正な管理、運営ができることを要件としているとともに、ＮＴＴ東西の承諾を義務付けて

いる等、再委託先において禁止行為等規制に抵触又は潜脱する行為が行われることを

防止するための一定の措置が講じられていることを確認しているところである。 
 

（５）機能分離の運用状況に関する検証 
 

本件について、主な意見に対する検証結果は次のとおりである。 
 

（ア） 申込から開通までの期間の同等性、設備構築情報等の内容や開示されるタイミング

の同等性の検証を厳格に行うべきとの指摘（意見４６）について 

 

事業法第３１条第７項及び事業法施行規則第２２条の８の規定により、平成２４年６月

及び平成２５年６月にＮＴＴ東西から総務大臣に対して、ＮＴＴ東西設備部門が他の電気通

信事業者との間において実施した手続の実施の経緯及び当該手続に係る接続条件が接

続約款等の規定によるものであること並びにＮＴＴ東西設備部門が設備部門以外の部門

との間で実施した手続の実施の経緯及び当該手続に係る条件が接続約款等の規定に準

ずるものであることを確認した旨の報告がなされており、総務省においてこれを検証した

結果、一種指定設備をＮＴＴ東西が自ら利用する場合と接続事業者が利用する場合とで

一定の同等性が確保されていると考えられる。 
総務省においては、ＮＴＴ東西から総務大臣に毎年度報告される内容等に基づき、引き

続き厳格な検証を行っていく。 
なお、「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度に基づく検証結果（平

成２４年度）（案）に対する意見及びその考え方」において、「同等性に係る情報について

は、ＮＴＴ東西又は接続事業者の経営情報に該当しないものについては公開することとし

てきたところであり、総務省においては、適切な情報の公開の在り方について引き続き検

討する」との考え方を示していたところ、平成２５年６月の報告よりＮＴＴ東西又は接続事業

者の経営情報に該当しないＡＤＳＬ等の申込から回答までにかかる平均日数等について

公表している。 
 

（イ） 機能分離の検証が不十分であると考えられるため、禁止行為規定遵守措置等報告

書を可能な限り公表して外部検証性を確保する等必要な措置を講じるべきとの指摘（意

見４７）について 

 

事業法第３１条第５項の規定の遵守のためにＮＴＴ東西が講じた措置及びその実施状

況については、同条第７項及び事業法施行規則第２２条の８の規定により、平成２４年６
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月及び平成２５年６月にＮＴＴ東西から総務大臣に対して、その具体的な内容が報告され

ており、総務省においては、報告された事項のうち、公にすることにより、特定の者の権利、

競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあると認められる情報を除き、全てを

公表しているところであり、これにより、ＮＴＴ東西が講じた措置について外部からの客観

的な検証可能性を担保している。 
例えば、事業法施行規則第２２条の７第６号の規定によりＮＴＴ東西が作成しているそ

れぞれの規程は、公にすることにより、特定の者の権利、競争上の地位その他正当な利

益を害するおそれがあると認められる情報に該当するものであると認められることから、

これらを公表することは適切ではなく、当該規程については、総務省においてその内容を

視認しており、接続関連情報の入手、利用、提供その他の接続関連情報の取扱いについ

てこれを適正なものとするための一定の措置が講じられていることを確認している。 
ただし、ＮＴＴ東西において上述の措置が徹底されない場合には、接続関連情報の目

的外利用が行われ、公正競争環境を阻害するおそれがあることから、当該措置の徹底に

ついて、その状況を注視していくとともに、ＮＴＴ東西から総務大臣に毎年度報告される内

容等に基づき、引き続き厳格な検証を行っていく。 
 

（６）日本電信電話株式会社等に係る公正競争要件の検証 
 

本件について、主な意見に対する検証結果は次のとおりである。 
 

（ア） ＮＴＴファイナンスを通じた料金業務統合により不適切な共同営業行為等がなされるこ

とがないよう、適時適切に措置すべきとの指摘（意見５２）について 

 

ＮＴＴグループの電気通信役務の料金等に係る業務をＮＴＴファイナンスに移管すること

については、平成２４年３月２３日付けで、ＮＴＴ東日本、ＮＴＴ西日本、ＮＴＴコミュニケーシ

ョンズ及びＮＴＴドコモ（以下「各事業会社」という。）並びにＮＴＴファイナンスに対し、ＮＴＴ

法によりＮＴＴ東西に課されているユニバーサルサービス確保の責務に係る規定、各事業

会社に課した累次の公正競争確保のための措置、事業法により各事業会社に課されて

いる料金規制及び消費者保護ルール並びに市場支配的な電気通信事業者に対して課さ

れている行為規制等の趣旨が引き続き確保されるよう、適切な措置を講じ、又はＮＴＴファ

イナンスに講じさせるとともに、講じた措置の内容について毎年度報告することを要請し

た。 
総務省は、平成２４年に引き続き平成２５年７月に各事業会社から当該要請に基づく報

告を受け、上述の要請の趣旨を満たす措置が講じられているか否かの観点から、報告書

の精査や、日本電信電話株式会社や各事業会社等へのヒアリングを通じ、報告内容の妥

当性等について確認した。 
これらの結果、上述の要請の趣旨を満たすための一定の措置が講じられており、直ち

に追加の措置が必要とは認められないが、各社において、これらの措置が徹底されない

場合、上述の規制等の趣旨に抵触又は潜脱するおそれがあるため、当分の間、当該措

置の徹底について、その状況を引き続き注視することとする。 
なお、「競争政策の見直し」においては、公正競争レビュー制度の検証結果により得ら
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れた知見等を活用しつつ検討を行い、既存の市場構造や考え方を前提とした競争ルール

に制度的な課題が認められる場合には、必要に応じ、日本電信電話株式会社等に係る

累次の公正要件等を含む競争ルールの見直し等についても検討することとしているところ

であり、情報通信審議会に諮問した「２０２０年代に向けた情報通信政策の在り方－世界

最高レベルの情報通信基盤の更なる普及・発展に向けて－」においては、必要に応じ、こ

れを踏まえた検討が行われるものと考えられる。  
 
（イ） 活用業務制度は、ＮＴＴ再編成の趣旨をないがしろにするものであることから、廃止す

べきとの指摘（意見５５）について 

 
ＮＴＴ再編成の趣旨は、独占的な地域通信部門と競争的な長距離通信部門を独立の会

社とし、独占的な地域通信部門の市場支配力の濫用を防止し、もって公正競争の一層の

促進を図るものである。一方、活用業務は、ＮＴＴ法第２条第５項の規定により、地域電気

通信業務等の円滑な遂行及び電気通信事業の公正な競争の確保に支障のない範囲内

に限り営むことができるとされており、総務省において、個々の活用業務に係る届出ごと

に当該業務が上述の範囲内で営まれることについて確認していることから、御指摘のＮＴ

Ｔ再編成の趣旨をないがしろにするものではない。 
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